
 

【特定教育・保育施設の利用定員の設定と認可について】 

 

 

1 子ども・子育て支援新制度における給付施設の確認（利用定員設定）について 

  子ども・子育て支援新制度（以下「新制度」という。）においては、子ども・子育て支援法（以

下「法」という。）に基づき、施設型給付施設（保育所、幼稚園、認定こども園）と地域型保育

給付施設（小規模保育、家庭的保育等）について、各施設の利用定員を定めた上で、運営基準

等を満たしていることを市が確認することとされており、確認を受けた施設が運営費等の給付

（国・県・市からの財政支援）の対象となります。 

  なお、利用定員の設定に際しては、法第 31 条第 2 項等の規定により、審議会その他の合議

制の機関（彦根市子ども・若者会議）の意見を聴取することとされており、今後、新たに給付

対象の確認が必要となる施設について、本会議の意見を聴取し、利用定員設定を行うことにな

ります。 

 

       

    ①施設型給付（特定教育・保育施設） 

 

 

 

    

 

           

 

 

 

  
 

  ※上記の他に、子ども・子育て支援法に基づく施設型給付を受けない、私学助成対象の幼稚園があります。 

 

 （参考）認可定員と利用定員の違い 

認可定員 教育・保育施設の設置に当たり認可された定員 

利用定員 
法に基づく、給付費算定の基礎となる定員 
※認定区分（1～3 号認定）ごとに設定 

 

 

 

 

保育所 
 保育認定  

（0～5 歳） 

幼稚園 
 教育標準時間認定  

（3～5 歳） 

認定こども園 
 保育認定・教育標準時間認定  

（0～5 歳） 

      

②地域型保育給付（特定地域型保育事業者） 
 保育認定 （0～2 歳） 

[小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育] 
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給付施設の確認（イメージ） 
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2 就学前の教育・保育施設の認可について 

  旧制度では、保育所、幼稚園等の設置について、各根拠法令に基づき、県知事による認可等

の手続きがありましたが、新制度においては、地域型保育事業（小規模保育事業、家庭的保育

事業等）について、新たに認可制度が設けられ、市が定める設備および運営の基準（彦根市家

庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例）に基づき、認可することとなり

ました。 

  なお、地域型保育事業の認可に際しても、児童福祉法第 34 条の 15 第 4 の規定により、児

童の保護者その他児童福祉に係る当事者の意見を聴取することとなっており、本市においては、

彦根市子ども・若者会議の意見を聴取することとしております。 

 

 （参考）新制度における設置認可 

  保育所 幼稚園 幼保連携型認定こども園 地域型保育事業 

認可主体 県 県 県 市 

根拠法令 児童福祉法 学校教育法 認定こども園法 児童福祉法 

施設の性格 児童福祉施設 学校 学校／児童福祉施設 児童福祉施設 

  ※認定こども園法＝「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」 

 

 （参考）地域型保育事業（小規模保育事業・事業所内保育事業）の主な認可基準 

区 分 保育所 
小規模保育事業 事業所内保育事業 

A 型 B 型 保育所型 小規模型 

定 員 

20 人以上  6～19 人 6～19 人 20 人以上 19 人以下 

※利用定員に応じ地域枠の設定が必要 

職 

員 
職員数 

0 歳児 3：1 

1･2 歳児 6:1 

保育所の配置基準 

＋1 人 
同左 保育所と同じ 

保育所の配置基準 

＋1 人 

資 格 

 
保育士 

※保健師又は看護

師の特例有(1 人

まで) 

 
保育所と同じ 

 
1/2 以上保育士 

※保育所と同様の

特例有 

※保育士以外には

研修実施 

 
保育所と同じ 

 
小規模保育事業 B

型と同じ 
 

設備・面積 

（保育室等） 

 
(0 歳・1 歳児) 

乳児室 

1 人当たり 1.65 ㎡ 

ほふく室 

1 人当たり 3.30 ㎡ 

(2 歳以上児) 

保育室等 

1 人当たり 1.98 ㎡ 
 

 
(0 歳・1 歳児) 

1人当たり3.30㎡ 

(2 歳児) 

1人当たり1.98㎡ 

 
同左 

 
保育所と同じ 

 
小規模保育事業 A

型と同じ 

 

 

給 食 

 
自園調理 

調理室、調理員 

 
自園調理(連携施設

等からの搬入可) 

調理設備、調理員 
 

 
同左 

 
自園調理(連携施設

等からの搬入可) 

調理室、調理員 

 
小規模保育事業 A

型と同じ 

 

  ※食事の提供および連携施設の確保については、経過措置期間（新制度施行後 5 年間）が設けら
れており、確保しないことを理由に認可を拒むことはできないこととされています。 

 



3 認可施設に係る利用定員の変更について 

[認可主体] 滋賀県  [確認] 彦根市 

事 業形 態  保育所 

施 設 名  鳥居本保育園 

所 在 地  彦根市鳥居本町 1445 番地 

設 置 者  社会福祉法人 彦根福祉会 

認 可 定 員 90 人 

変 更 前 利 用 定 員 0 歳児 1 歳児 2 歳児 3 歳児 4 歳児 5 歳児 合計 

 2 号認定 － － － 18 人 40 人 58 人 

3 号認定 3 人 19 人 － － － 22 人 

変 更 後 利 用 定 員 0 歳児 1 歳児 2 歳児 3 歳児 4 歳児 5 歳児 合計 

 2 号認定 － － － 12 人 33 人 045 人 

3 号認定 3 人 12 人 － － － 015 人 

変 更理 由  

(福)彦根福祉会から「同園の利用者数は過去 5 年間定員を下回っており、

周辺人口が減少し、利用対象者も年々少なくなってきていることから、こ

れ以上、利用者の増加を望めず、また保育士の確保も難しくなっているこ

とから、保育所運営上、利用定員の変更は必要である。」との申請があっ

たものです。 

なお、令和 2 年 4 月の利用予定者数は 58 人(令和 2 年 2 月現在)とな

っています。 

変更予定年月日 令和 2 年 4 月 1 日 

 

 [認可主体] 滋賀県  [確認] 彦根市 

事 業形 態  保育所 

施 設 名  東山保育園 

所 在 地 彦根市里根町 235 番地 

設 置 者  社会福祉法人 彦根福祉会 

認 可 定 員 60 人 

変 更 前 利 用 定 員 0 歳児 1 歳児 2 歳児 3 歳児 4 歳児 5 歳児 合計 

 2 号認定 － － － 13 人 21 人 34 人 

3 号認定 3 人 13 人 － － － 016 人 

変 更 後 利 用 定 員 0 歳児 1 歳児 2 歳児 3 歳児 4 歳児 5 歳児 合計 

 2 号認定 － － － 5 人 12 人 17 人 

3 号認定 0 人 3 人 － － － 03 人 

変 更理 由  

当園の位置する一帯は、急傾斜地にあることから平成 20 年に土砂災害

警戒区域に指定されたところですが、近年全国的に異常気象や地震などの

自然災害が頻発し、また甚大な被害を受ける事例も多くなっていることか

ら、園を利用する児童、保護者、保育士の人命の安全を最優先に考え、令

和 2 年度末で閉園されることとなりました。そのため、令和 2 年度から

新規入園の受け入れを行わず、また一部の在園児についても、令和 2 年度

から他の園への転園を希望されたことから、受け入れ園児数を縮小するた

め、利用定員の変更申請があったものです。 

変更予定年月日 令和２年 4 月 1 日 

 

4 彦根市子ども・若者プランとの比較について 

  今回、２園の利用定員が減となりますが、現在の利用児童数を確保したうえでの減員となっ

ており、利用児童数を基に策定しております彦根市子ども・若者プランにおいては、この２園

の定員を考慮した計画となっております。 


